
日本郵船株式会社と北海道との包括連携協定の概要

３．その他双方が必要と認める事項

１．物流に関する事項

２．北海道の持続的な活性化に関する事項

（１）物流の振興に関する取組

（２）道内港湾の活性化に関する取組

（３）エネルギーの安定供給に向けた輸送事業に関する取組

（１）道産食材の活用に関する取組

（２）北海道の観光振興に関する取組

（３）北海道の未来を担う人材育成に関する取組

 公共サービスの充実を図っていくため、
民間企業のノウハウ、アイディアを提
供いただき、官民一体となった協働を
積極的に推進していきます。

 民間企業等との協働により、将来に
わたって安全で安心して心豊かに住
み続けることができる活力ある地域社
会の形成を目指します。

 「Bringing value to life.」を企業
理念に掲げ、海運を中心とした「モノ
運び」を通じて、社会を豊かにするさ
まざまな価値を届けてきました。

 環境問題をはじめとるする社会課題
の解決にも注力しており、北海道とと
もに社会価値の持続的な創出に取
り組んでいきます。


